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課題・検討の方向

課題（１） 児童の安全確保を最優先にした一時保護の実施について

課題（２） 親子関係再構築支援のための取組

課題（３） 措置児童の確実な自立につなげていくため、施設、里親等に養育されている
間に必要な取組について

課題（４） 施設退所児童等の円滑な自立のための居場所づくりの取組と工夫
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①施設として取り組むべき職業指導等のあり方と方法

現状（第６回委員会資料より）

○ 施設職員が学校と連携し入所児童の進路指導を実施。職業指
導員配置施設では、職業指導員が実習指導や就職活動を支援。
○ 就職支援以外の自立に向けた支援（ビジネスマナー・金銭管理
等）についても、施設職員が指導する中で支援。
○ 支援が必要な場合には２０歳に達するまで措置延長が可能。

○ 職業指導が直ちに就労に結びつかない場合がある。また、職業
指導員の配置施設数も多くない。
（Ｈ２６：４４か所（児童養護施設等））
○ 大学等進学する入所児童が少ない。
・平成２５年度末に高等学校等を卒業した児童養護施設入所児童
のうち、平成２６年５月１日現在の進路の割合：
大学等１１．４％ 専修学校等・・・１１．２％

○ 就職又は大学等進学したが、１年以内で離職又は退学する児
童等が多い。
・就職したが１年以内で離職した児童等の割合：
４３．０％（中学卒業児童）、２６．６％（高校卒業児童等）
（Ｈ２４全国児童養護施設協議会）
※全国の中学（高校）卒業後就職者１年目離職者の割合：
４０．４％（中学卒業）、１９．９％（高校卒業）（厚生労働省ＨＰ
「新規学卒者の離職状況に関する資料一覧」）

課題

課題（３）措置児童の確実な自立につなげていくため、施設、里親等に養育されている間に必要
な取組について
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○ 施設としての職業指導のあり方をどう考えるか。

○ 職業指導員の役割についてどう考えるか。
例えば、実技実習だけでなく、就労支援機関との連携等によ

る児童に対する付添型支援や、職場開拓等の実施について
どう考えるか。

○ 福祉施策だけでなく、ハローワークの積極的な活用等、労働
施策と連携した社会的養護の自立支援についてどう考えるか。

○ 将来的な目標を持ちにくい児童について、自立支援へ結び
つける試みとして、地方における就労体験等を提供することに
ついてどう考えるか。

○ 自立に向けた支援の充実の観点から、現行の自立支援計
画及び子ども自立支援計画ガイドラインの見直しについてどう
考えるか。



現状（第６回委員会資料より）

・大学等進学したが中途退学した施設入所児童等の割合：年平均
６．２％（Ｈ２４全国児童養護施設協議会）
※全国の大学等中途退学者の割合：２．６５％（Ｈ２４文部科学省）

○ 一時保護中に児童が１８歳に到達した場合、一時保護の継続及
び施設入所措置を行うことができない取扱いとしている。

○ 措置延長後（１８歳以上）に措置変更ができない取扱いとして
いる。

課題

4

○ 自立支援に貢献する企業の取組の紹介や人材不足の業界
との連携など、民間企業の取組と連携して児童の自立に向け
た選択肢を増やしていくことについてどう考えるか。

○ 施設退所児童等の離職防止や中途退学しない（させない）た
めの施設の取組状況をどのように評価するか。

○ 進学を目指す児童等に対する支援をどう考えるか。

○ 一時保護中の児童について１８歳にいたる前に、児童相談
所が施設入所等の援助内容を決定した場合は、１８歳を超え
ても措置できるという取扱いについてどう考えるか。

○ 措置延長後の児童に対し施設を変更するための措置変更を
行うことについてどう考えるか。



②里親や里親に委託している児童に対する支援

現状（第６回専門委員会資料より）

○ 里親支援について児童相談所や施設等の里親支援機関が担っ
ている。
○ 里親委託児に係る自立支援計画は児童相談所が作成すること
となっている。

○ 里親は、委託解除されることを心配して児童相談所への相談を
躊躇してしまうとの声がある。
○ 里親委託児は大学等への進学の割合が比較的高く、里親の持
ち出しによる金銭的負担が大きいとの声がある。
また、委託解除後も関係を持ち実家的役割を担うが、公費負担

制度がないため、さらに金銭面等の負担が大きくなるという声があ
る。
・平成２５年度末に高等学校等を卒業した児童のうち、平成２６年
５月１日現在の進路：
里親・・・大学等２３．３％ 専修学校等・・・２０．０％
児童養護施設・・・大学等１１．４％ 専修学校等・・・１１．２％
※全高卒者・・・大学等５３．８％ 専修学校等・・・２３．１％（学校
基本調査）

課題

○ 里親支援にかかる児童相談所の役割、児童家庭支援セン
ター等里親支援機関の役割についてどう考えるか。

○ 里親支援を充実させるために、里子の自立支援計画策定を
里親支援機関に委託することについてどう考えるか。

○ 進学を目指す児童等に対する支援をどう考えるか。【再掲】
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課題（３）措置児童の確実な自立につなげていくため、施設、里親等に養育されている間に必要
な取組について



①自立援助ホームの機能や施設における居場所づくりの取組と工夫

現状（第６回専門委員会資料より）

○ 自立援助ホームは、義務教育終了後の児童が２０歳に達する
まで入居できる事業であり、就労しながら自立に向けた支援を
行うもの。（Ｈ２６．１０現在：１１８か所）

○ 児童養護施設入所児童等の場合、２０歳に達するまで措置
延長することは可能。

○ 自立援助ホーム、児童養護施設等の措置延長の仕組みは、
２０歳に達するまでの制度であり、２０歳以上になると児童福祉
での支援は生活・就労の相談支援のみであり、取組みが十分
ではないとの声がある。

○ 児童養護施設退所児童等の支援の一つに自立援助ホーム
（就労を前提）があるが、就労している児童等がいる一方、離職
等により就労していない児童等もいる。

○ 【再掲】就職又は大学等進学したが、施設退所後１年未満で
離職又は退学する児童等が多い。

課題

○ 自立援助ホームについてこれまでの役割（就労を前提）に加
え、例えば、大学進学者向け等の新たな類型を設けることにつ
いてどう考えるか。

○ 施設退所児童の居場所作りや施設の実家的機能について
どう考えるか。

課題（４）施設退所児童等の円滑な自立のための居場所づくりの取組と工夫
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②施設退所児童のアフターケア

現状（第６回専門委員会資料より）

○ 児童福祉法の児童福祉施設の各施設の定義の中で、退所児
童等に対する相談その他の援助について規定。
○ 退所児童等アフターケア事業（社会福祉法人、ＮＰＯ等へ委
託可）による退所児童等に対する生活及び就労に関する相談支
援を実施。（Ｈ２６．１０：２０か所）
○ 退所後も引き続き見守り支援等が必要な児童については、児
童家庭支援センター等に対する指導委託（行政処分）が可能。

○ 施設では入所児童の支援が中心であるため、本来行うことに
なっている退所児童等に対する相談支援が必ずしも十分に機能
していない。
○ 退所児童は全国にいる一方、退所児童等アフターケア事業を
実施している事業者は限られている。
○ 児童家庭支援センターに対する指導委託に地域差があり、全
体としては低調。（年０～１９人（Ｈ２５全国児童家庭支援セン
ター協議会）
○ 【再掲】２０歳以上になると児童福祉での支援が退所児童等ア
フターケア事業などの生活・就労の相談支援はあるが、日常の
生活支援は手薄になる。

課題

○ 施設退所児童のアフターケアの充実に当たり、都道府県の役
割をどう考えるか。

○ 施設退所後の見守り支援をどう考えるか。

○ 自立の見込みが立たない児童等に対する支援をどう考える
か。
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課題（４）施設退所児童等の円滑な自立のための居場所づくりの取組と工夫


